
桜川市都市計画審議会 区域区分制度評価・検証委員会 運営要領 

 

 

（専門部会の設置） 

第１条 平成 24年３月７日付け桜都計審第 35号「下館・結城都市計画区域区分の見直しに 

ついて（第１次答申）」の実施を図り、下館・結城都市計画区域区分の見直しについて専 

門的見地からより深く議論を行うために、桜川市都市計画審議会条例（平成 17年 桜川 

市 条例第 132号。以下「条例」という。）第７条の規定に基づき、桜川市都市計画審議 

会に専門部会を設置する。 

 

（専門部会の名称） 

第２条 専門部会は、「桜川市都市計画審議会 区域区分制度評価・検証委員会」（以下「委 

員会」という。）と称する。 

 

（委員の指名） 

第３条 条例第７条第２項の規定に基づき、桜川市都市計画審議会委員及び専門委員（条例 

第４条に規定する委員をいう。）から別紙のとおり委員会の委員（以下「委員」という。） 

を指名する。 

 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長（条例第７条第３項に規定する「部会長及び副部会 

長」をいう。）を置き、委員の互選でこれを定める。 

２  委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

（会 議） 

第５条 委員会は、委員長が招集する。ただし、委員の指名後初めて開かれる会議は、桜川 

市都市計画審議会会長（以下「会長」という。）が招集する。 

２  委員長（委員の指名後初めて開かれる会議の場合は、委員長が選任されるまでの間、 

会長とする。以下同じ。）は、会議の座長となる。 

３  会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

 

（欠 席） 

第６条 委員は、招集を受けた場合において事故のため会議に出席できないときは、あらか 

じめその旨を事務局に報告しなければならない。 

 

 



（オブザーバーの参画） 

第７条 委員長は、下館・結城都市計画区域区分の見直しについて専門的見地からより深く 

議論を行うために必要と認めるときは、関係行政機関の職員その他委員以外の者（以下「オ 

ブザーバー」という。）に会議への出席を求めることができる。 

２  オブザーバーは、会議で技術的助言その他の意見を述べることができる。 

３  オブザーバーは、会議への出席及び技術的助言その他の意見を述べることによって 

生ずる一切の事由に対して、その責めを負わない。 

 

（関係行政機関の協力） 

第８条 委員会は、下館・結城都市計画区域区分の見直しについて専門的見地からより深く 

議論を行うために必要と認めるときは、関係行政機関に情報提供その他の協力を求めるこ 

とができる。 

 

（審議会への報告） 

第９条 委員会は、その議論の成果について桜川市都市計画審議会に報告しなければなら 

ない。 

 

（解 散） 

第 10条 委員会は、自らその設置の目的を達成したと認めるとき、解散する。 

 

（議事録） 

第 11条 会議の議事については、議事録を作成し、委員長が指名した委員２名がこれに署 

名しなければならない。 

 

（事務局） 

第 12条 委員会の事務局は、桜川市建設部都市整備課とする。 

 

（補 則） 

第 13条 この要領の改正は、委員長が会議に諮って行う。 

２  この要領に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成 24 年 ７ 月 ３ 日から施行する。 


